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１　事業の概要 ５　事業説明
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　県内公立高等学校に通う、所得が一定額未満の世帯の
生徒に対して、高等学校等就学支援金を支給する。
　また、高等学校での学び直し及び専攻科での修学を支
援するため、必要な経費を補助する。

　ア　公立高等学校就学支援金　　 9,905,204千円
　イ　公立高等学校就学支援補助　　   6,567千円

（１）事業内容
    ア　公立高等学校就学支援金　　　9,905,204千円
　　 　 県内公立高等学校に在籍する生徒へ就学支援金を支給する。
　  イ　公立高等学校就学支援補助　　　　6,567千円
　　 　 高等学校での学び直し及び専攻科での修学を支援する。

（２）事業計画
　  ア　公立高等学校就学支援金
　　 　 就学支援金の受給資格を有する生徒へ、就学支援金を支給する。
　  イ　公立高等学校就学支援補助
　　 　 高等学校での学び直し及び専攻科に在籍する低所得世帯の生徒の修学を支援するため、必要な経費を補助する。

（３）事業効果
　　　高等学校の生徒がその授業料に充てるための就学支援金を支給することにより、高等学校における教育に係る経済
　　的負担の軽減を図り、教育の機会均等に寄与する。

（４）対象者
　　　県内公立高等学校の1学年、2学年、3学年、定時制・通信制課程の4学年及び専攻科の1学年、2学年

２　事業主体及び負担区分
ア　(国10/10・県0)
イ　(国10/10・県0、国1/2・県1/2)

３　地方財政措置の状況
なし

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員
9,500千円×2.4人＝22,800千円

予算額
財　　源　　内　　訳

一般財源
前年との

対比国庫支出金

決定額 9,911,771 9,909,372

前年額 10,224,765 10,222,319 2,446

― 教育局 113 ―

未来を創る子供たちの育成

2,399 △312,994

質の高い学校教育の推進



 

事業名

単位事業名 予算額 9,905,204千円

　
○歳入 （単位：千円）

款・節 当初予算額 対前年度増減額

国庫支出金・ 9,905,204 △312,344 高等学校等就学支援金交付金
高等学校費負担金 負担率　10/10

合計 9,905,204 △312,344

　
○歳出 （単位：千円）

節 当初予算額 対前年度増減額

委託料 4,783 △199 市立高等学校就学支援金事務委託

負担金、補助及び交付金 9,900,421 △312,145 県立高等学校への支援
市立高等学校への支援

合計 9,905,204 △312,344

事業内訳書

公立高等学校就学支援金事業

公立高等学校就学支援金

主な内容

主な内容



 

 

単位事業名 予算額 6,567千円

　
○歳入 （単位：千円）

款・節 当初予算額 対前年度増減額

国庫支出金・ 4,168 △603 高等学校等修学支援事業費補助金
高等学校費補助金 学び直しへの支援　補助率　10/10

専攻科への支援　補助率　1/2

一般財源 2,399 △47

合計 6,567 △650

　
○歳出 （単位：千円）

節 当初予算額 対前年度増減額

負担金、補助及び交付金 6,567 △650 学び直しへの支援
専攻科への支援

合計 6,567 △650

公立高等学校就学支援補助

主な内容

主な内容


